teiseiki ugan ukuraina ni okeru nogyo no hatten kozo : nodo tochi seido shokaikaku by 松村 岳志
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──農戸、土地制度、諸改革──」概要書 
松村岳志 
本論文は「問題の所在」、「19 世紀初めの農戸の実態」、「19 世紀前半の農業発展と農戸の
変容」、「19 世紀なかばの改革と農業構造」、「結論」の５章からなり、さらに補論として「19
世紀前半の右岸ウクライナの国有地農民」を伴う。 
 第 1 章第 1 節では、19 世紀後半の右岸ウクライナが、大ロシアの主要農業地帯である中
央黒土帯とは異なって、レーニン的ないわゆる「プロシア型農業資本主義」が典型的に発
展した地域であったことが示される。その特徴は大量の零細農民の存在、農業雇用労働の
発展であるが、このような特異な発展の原因を気候的要因や経営資源の問題、歴史的・政
治的要因、ないし人類学的要因によって説明しようとするこれまでの学説に対する批判が
展開される。また、これまで家族史でほとんど取り上げられなかったインヴェンターリ（領
地台帳）を初めとして、強制的領地台帳抜粋、土地証書、人口調査資料といった本論文で
利用した一次資料の内容と性質が紹介される。 
 第 1 章第 2 節では帝政ロシア、ソ連、そしてソ連崩壊後の時代を通じての研究史が論じ
られる。帝政ロシアに関しては、総督ビビコフ治下の 1847－48 年に行なわれた領地台帳の
改革の政治的性格に研究者の注目が集中していたことが強調される。ソ連時代に関しては、
1920 年代に目覚しい研究成果が現れたものの、その後研究が沈滞し、1960 年代に至ってバ
ラボイを中心として活発な研究活動が見られたものの、近年再び研究が沈滞気味であるこ
と、欧米や日本での研究が手薄であることが紹介される。 
また、第 1 章第 3 節では 19 世紀までの右岸ウクライナが遊牧民、モスクワ国家、ポーラ
ンド＝リトワニア国家のはざまで経験した特異な歴史が論じられる。 
 第 2 章は 19 世紀初頭の右岸ウクライナ農村をバルト海沿岸地域や大ロシア中央黒土帯と
の比較において静態的に分析する。農戸は、第 1 節では負担遂行単位として、第 2 節では
家内集団として分析される。 
 第 1 節では右岸ウクライナの農戸が流動的な階層に分かれ、階層ごとに分与地面積も負
担も異なり、封建的負担の中核が賦役だったこと、階層が低ければ低いほど分余地の一単
位あたりの負担が相対的に重かったことが紹介される。また、右岸ウクライナの農戸の特
色として、役畜や農具の保有、構成人員数の点で大ロシア黒土帯やバルト海沿岸地域に比
べてはるかに劣り、なおかつ農民の逃亡の事例もはるかに多かったという点が示される。
右岸ウクライナの農戸は経営単位としては極めて弱体だったのである。 
第 2 節では筆者は右岸ウクライナでは農戸が分与地を私有地に近い形で保有していたと
いう説を根拠不十分なものとして批判し、一次資料を用いて実証的な分析を行い、右岸ウ
クライナの農民分与地がむしろバルト海沿岸同様のフーフェ制度に類するものであったと
主張する。また、右岸ウクライナの農戸が小規模だったばかりか、家族や世代の構成とい
う点でも単純で、父系制原理が弱く、入り婿等を容易に受け入れていたことが示される。 
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19 世紀前半の右岸ウクライナ農村の動態を扱う第 3 章は三節からなり、それぞれ市場向
け農業の発展、賦役遂行単位としての農戸の変化、家内集団としての農戸の変化を扱う。 
第 1 節ではまずもって、この時期に急激に成長した黒海沿岸諸港からの穀物、後には佐
砂糖輸出の恩恵を最も多く受けたのが右岸ウクライナであったことが示される。また、こ
の時期の右岸ウクライナで領主経営における市場向け農業生産が発展し、農民の階層分化
が進み、同時に領主による農民の雇用が進んだことも論じられる。 
第 2 節では、カミャネツ＝ポヂリシキー文書館で 19 世紀はじめと半ばとの両方の農戸の
階層及び人口の資料を見出しえた 5 領地を取り上げ、賦役遂行単位としての農戸がこの半
世紀の間に被った変化を検討している。ここでは定説に対する二つの実証的批判が登場す
る。その第一は、農戸総数中の下層農戸の比率が 19 世紀前半を通じて増大したのは、領主
による農民地奪取により上層農民が没落したことの結果ではなく、人口増大にも関わらず
農民地が拡大しなくなったため、下層農戸の絶対数が増えたことの結果だというものであ
る。第二は、この半世紀を通じて賦役が増大したのにも関わらず、農民所有家畜数が相対
的に増大し、農戸が窮乏化していないということである。このような事実の背後にあるの
は、農民の経営外収入、具体的には領主直営地での農業雇用労働が増大したことであると
考えられる。 
第 3 節では 19 世紀前半の詳しい資料が唯一残るシェレメトカ領地の資料を用いて、この
時期の右岸ウクライナの農民家内集団の構成の変化を分析する。この時期のシェレメトカ
では家内集団規模が縮小し、同時に家内集団規模のバラツキも減るが、その原因はネオ・
ローカリズムの発展と寡婦の独居の増大、及び独身者の親族家内集団への編入であった。
この変化は農業雇用労働の発展に支えられているものと考えられる。 
第 4 章は 19 世紀半ばの三つの改革による右岸ウクライナ農村の変貌を扱う。 
第 1 節は 1847－48 年の領地台帳の改革を論じる。この改革は領主による領主地農民の負
担増大や分与地奪取の阻止を目指したものの実効はなかったとされてきたが、オリジナル
の法令を仔細に検討すると分与地が小さな農民ほど負担が少なくなるよう規定していたこ
とがわかるので、この改革は結果として農民の半プロレタリア化を進めたというのが本稿
の主張である。事実この改革の後、上層農戸数の絶対的減少が見られる。 
第 2 節は農奴解放を扱う。右岸ウクライナを大ロシア中央黒土帯や非黒土帯、そしてバ
ルト海沿岸と比較すると、右岸ウクライナの農奴解放がどの地域よりも農民に有利に、そ
して領主に不利に行なわれたのにも関わらず、解放後の農民経営の衰退と領主経営の発展
とが最も著しかったのが右岸ウクライナだったことが主張される。なおまた、農奴解放に
も関わらず、誰が直営地を持ち、誰がそこでの農業経営を管理し、誰が実際の労働力であ
ったか、という農業構造には全体として大きな変化がなかったことが主張される。 
最後に第 5 章では、第 1 章から第 4 章までの叙述が要約され、17 世紀の戦乱で無人化し
た右岸ウクライナで領主の主導によって再入植が行なわれたことが、農民の分与地や家内
集団に対する領主の発言権を強め、また農民だけでなく領主にも農具や役畜の所有を強い、
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結果的にこの地域におけるいわゆるプロシア型農業の発展を方向付けたと主張される。 
この後の補論では、右岸ウクライナの国有地農民が論じられる。第 1 節は大ロシア諸県
の国有地農民とは全く異なる右岸ウクライナの国有地農民の法的範疇が紹介される。特に
旧ポーランド領特有のレーン農民が、本来は国有地農民であったのに、後に事実上私的領
地の農民と同じ扱いを受けるに至った経緯が論じられる。 
第 2 節は 1843 年に突如として行なわれた負担金納化を中心として、右岸ウクライナにお
ける国有地農民の改革の意義を問う。農民の負担が賦役から貢租に変わり、分余地面積も
増大したことは高く評価されてきたが、単位面積あたりの農業収入がより大きな領主直営
地を廃止したことは、長期的には農民を経済的により不利な立場に陥れたというのが筆者
の主張である。その証拠として筆者が示すのは、改革後の国有地農民の出稼ぎが激増した
ことである。 
 
